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授与番号 甲第 1783号 

 

論文内容の要旨 

 

Relationship between experience of support of clinical psychologists in mental 

health and welfare activities in disaster-stricken areas and skill proficiency level 

(被災地の精神保健福祉活動に関する臨床心理士の支援経験と技能の習得度との関連につ

いて) 

（藤澤美穂，大塚耕太郎，中村光，遠藤仁，小泉範高，赤平美津子，福本健太郎） 

（岩手医学雑誌 71巻 3号 2019年８月掲載予定） 

 

Ⅰ．研究目的 

 大規模災害の被災地では精神保健福祉対策が行われ，臨床心理士の活動も期待されてい

るが，災害支援で必要とされる知識・技能に関する見解は限定的である．本研究は，東日

本大震災の被災県である岩手県の臨床心理士を対象に，災害後の精神保健福祉活動に関す

る技能の習得度の実態を調査し，支援経験の有無と習得度の関連や，学修経験と実行可能

性・自覚的苦手さとの関連を明らかにし，臨床心理士の災害支援に必要とされる教育的ア

プローチの要素を抽出することを目的とした． 

 

Ⅱ．研究対象ならび方法 

 岩手県臨床心理士会会員及び準会員 220 名を対象に，2017 年 10 月 13 日〜11 月 4 日に

無記名・自記式による質問紙調査を行った．調査項目は属性，教育歴，実務年数，業務領

域，災害支援経験およびその業務内容，チーム医療/多職種連携での支援経験である．さ

らに，災害時地域精神保健活動の知識・技能に関する28項目について，Q1.養成教育課程

での学修経験，Q2.就業後の学修経験，Q3.重要性の認識，Q4.実行可能性，Q5.自覚的な苦

手さ，の5つのカテゴリへの回答を求めた． 

 調査期間内に回答が得られた81名（平均年齢42.2歳，男性26名，女性55名 回収率

36.8%）を解析対象とし，災害時地域精神保健活動に関する知識・技能の習得度の頻度を

求めた．また，28項目について 5つのカテゴリで支援経験の有無で 2群間比較を行った．

Q1からQ4について実行可能高群（14名），実行可能中群（55名），実行可能低群（12名）

の 3群で比較検討を行った．Q5について苦手高群（14名），苦手中群（54名），苦手低群

（13名）の3群で比較検討を行った． 

そして，災害時地域精神保健活動の重要性の認識についての関連因子を明らかにする目

的で，重要性の認識の高低を従属変数，他の調査項目を独立変数とし，多重ロジスティッ

ク回帰分析にて検討した．災害時地域精神保健活動の実行可能性についての関連因子を明

らかにする目的で，実行可能な項目の高低を従属変数，他の調査項目を独立変数とし，多

重ロジスティック回帰分析にて検討した．最後に，必要性が高いと考えられるアウトリー

チ，心理教育，普及啓発，情報収集についての実行可能性についての関連因子を明らかに

する目的で，実行可能な項目の高低を従属変数，他の質問項目を独立変数とし，多重ロジ

スティック回帰分析にて検討した． 

全ての統計について有意水準は 5％とした．なお，本研究は岩手医科大学医学部倫理審
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査委員会の承認を得た． 

 

Ⅲ．研究結果 

1. 災害時地域精神保健活動の知識・技能に関して，「信頼関係の構築」が養成教育課程で

の学修経験（80.2%），重要性の認識（96.3%），実行可能性（80.2%）で特に高い割合を占

めた．一方，自覚的に苦手である領域はトラウマ反応へのエビデンスがある心理療法の実

施（66.7%），経験豊富なメンバーでのチーム編成（61.7%），急性増悪や重度ストレス反応

への適切な対応（56.8%）であった． 

2. 被災地支援経験なし群において「できない／苦手だ」とした回答割合が有意に高いも

のは，精神保健福祉法の理解と対応，トラウマ反応・悲嘆反応などの知識，精神障害者の

急性増悪や重度ストレス反応への対応，不安や不眠などへの心理教育の理解と実施，支援

者への研修の理解と実施，講話を通じた住民への普及啓発，必要時の関係者へのコンサル

テーション，サポート体制のコーディネート，サイコロジカル・ファーストエイドの理解

とそれに準じた対応であった． 

3. 就業後の学修経験で苦手高—中—低の 3 群比較による比率の分布に有意差を認めた項目

は精神障害の診断・治療の基本知識と対応であり，この項目の学修経験を持つ割合は，残

差分析の結果，苦手高群が中—低群に比べ有意に低かった． 

4. 重要性の認識の高さと有意に関連する因子として，多職種連携での支援経験（OR＝

20.4），こころのケアチーム活動の支援経験（OR＝38.1），子育て支援領域の支援経験（OR

＝24.7），災害公営住宅での支援経験（OR＝151.1）が抽出された． 

5. 実行可能性の高さと有意に関連する因子として，福祉領域での業務経験（OR＝13.2），

教育領域への支援経験（OR＝19.8）が抽出された． 

 

Ⅳ．結  語 

本研究により，実行可能性が高い者は精神障害の知識と対応，不安等の不調への心理教

育的支援に関して養成教育課程での学修経験を有し，情報収集することや，情報を統合し

判断すること，ケースマネジメントやコーディネート等，災害にも職種にも特化されない

項目に関する就業後の学修経験を有することが明らかとなった．災害支援として職種に限

られない，組織的活動の展開に必要とされるコンピテンシーを身につけることが，心理専

門職にとっても重要であると考えられた． 
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